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1 はじめに 

 北陸地方では，多量の融雪水の浸透に伴う地すべり(融雪地すべり)が多発している。融雪地すべりは

積雪等により亀裂等の前兆現象の発見が困難な上，滑動が活発化した地すべりに突然襲われる事例もあ

るため，警戒避難に資する指標が必要である。しかし，広域的かつ時間単位での融雪水量の把握が難し

いこと，降雨・融雪水の地盤内への浸透時間を考慮できないという課題から，融雪地すべりに対する予

防的な警戒避難は行われていないのが現状である。そこで，ダム流入量や河川水位等の水文指標を用い

た融雪地すべりに対する指標の検討[1][2]が行われてきた。しかし，これらの指標は取排水等の人為的な

影響を受ける地域への適用に課題があり，広域的な運用は困難である。したがって広域的な警戒指標の

運用には，現行の土砂災害警戒情報と同様に降水量などの面的に得られる気象データから算定可能な指

標が有効である。そこで本研究では，気象庁が配信する数値予報モデルや再解析モデルの GPV(格子点

値)のみを用いて，融雪を考慮した水文指標に基づく広域的な融雪地すべり警戒指標の検討を行った。 

2 対象地の概要 

 対象地は日本有数の豪雪地帯であり，第三紀地す

べりの多発地帯として知られている新潟県上越・中

越地方(図-1a)である。対象期間は1988年から2021

年の 12 月～5 月である。対象とする地すべりは新

潟県地すべり災害記録(2021 年版)に報告がある事

例のうち，発生日・発生場が特定可能な 760 事例で

ある(図-1b)。なお，本研究における「発生日」とは

地すべりを起因とした地表面の変状が発見され，調

査や監視体制，避難等の対応が必要と判断された日

である。また，長野県北部地震等の地震による事例

は水文指標の検討には適さないため除外した。 

3 方法 

3.1 地表面到達水量の算定 

 積雪地域における冬期の降水は積雪層の形成な

ど様々な過程を経て，時間的な遅れや強度の変化を

伴いながら地表面に到達する。本研究では以下の方

法により，地表面に到達した全ての水の量（地表面

到達水量 MR[3]）を 1 時間単位で求めた。まず，対

象とする地すべりが位置する地すべり防止区域の

重心座標を対象地すべりの代表地点，その地点の標

高は基盤地図情報数値標高モデル(10m メッシュ)

 

図 1 研究対象地(地理院地図に加筆) 

表 1 気象データセットの概要 
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による地すべり防止区域内の平均値とした。代表地点に対し，融雪水量を熱収支法に基づいて算出した

[4]。熱収支法とは積雪層に出入りする熱収支成分を算定し，その残差から融雪水量を求める手法である。

各熱収支成分は気象データセットより補正・補間して求めた。本研究で用いた気象データセットの概要

を表 1 に示す。いずれの気象データセットも日本全域を対象に 1 時間間隔で配信されていることから，

これらを利用することで面的かつ時間単位で地表面到達水量を算定可能である。 

3.2 水文指標の算定と地すべり要警戒期間の設定 

 本研究では，地すべりの滑動と良好な相関が報告されている実効雨量を水文指標として用いる。融雪

の影響を考慮するため降水量の代わりに地表面到達水量 MR を用い，複数の半減期(1, 6, 12, 24, 48, 96, 

168, 336, 504, 720, 1080, 1440 h)を設定した実効 MR として 1 時間ごとに算出した。続いて実効 MR の

標準化を行い，標準得点を 1 時間単位で地すべり防止区域ごとに求める。対象とする地すべりの 7 割を

捕捉する標準得点を発表基準得点(CS)とし，標準得点が CS を超過した期間を地すべり要警戒期間

(day/year)とした。なお，本研究では地すべり要警戒期間が最も短い半減期を最適半減期(h)とする。 

4 検討結果および今後の課題 

 結果を表 2 に示す。最適半減期は 504(h)，年平均地す

べり要警戒期間は 62.5(day/year)であった。本研究にお

ける最適半減期は，土砂災害の長期降雨指標として用い

られる従来の実効雨量の半減期 72(h)[5]よりも非常に長

い結果となった。この結果は，表層崩壊や土石流に対す

る警戒指標と比べて，融雪地すべりに対する警戒指標で

はより長期間にわたる積算的な MR の影響を考慮する必

要があることを示している。しかし現状の結果では，地

すべり要警戒期間の長さから警戒避難への活用は難しい

と考えられる。 

今後は，発生時期や地域，地質・地質年代，流出土砂

量ごとに対象地すべりを区分して警戒指標を設定した場

合に最適半減期や発表基準得点に違いが生じるのか，な

どさらなる解析を行うとともに，地すべり要警戒期間の

短い警戒指標の検討を引き続き行っていく予定である。 
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表 2 結果のまとめ 
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